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国内のオフィス市場と次世代戦略

昨今の国内におけるオフィス需要

国内主要都市のオフィス市場は、コロナ禍による需給悪化（2020～
2021年）から、出社回帰と企業活動の再活性化を背景に回復基調に
ある。大阪・名古屋では新規需要が供給を上回り空室消化が進み、福

岡も天神・博多の新規供給による空室率の一時的な上昇はあるが需要

は底堅い。こうした中、特に東京では需給のバランスが際立って良好であ

る。2025年2Qの都心グレードA空室率は1.4%、全グレードでも2.5%まで
低下した。対してマンハッタンの空室率は約14%、ロンドンは約8%である。
東京ではプレリーシングが進展し、移転・増床・グレードアップ需要が吸収

を押し上げたほか、企業業績の改善と利益成長に伴う人財投資意欲の

高まりも床需要を支えている。外資・内資ともに人材獲得競争が激化し、

採用・定着のための職場環境整備が進む中で、高品質オフィスへのシフト

が特に鮮明である。また、日本のテレワーク実施率は首都圏でも2割強に
とどまり、恒常的な出社文化が需要を底堅くしている側面もある。

次世代のオフィス戦略

オフィスビルの競争軸は、「立地と賃料」から「総合的な価値創造」へと進

化してきている。具体的には、環境性能や災害対応力に加え、快適性や

利便性といったソフト面も評価される傾向が強まった。

環境認証の取得もより一般的となり、企業は健康や生産性向上、離職

率低下といった非エネルギー便益まで視野に入れた投資判断を行うように

なっている。さらに、デジタル技術やスマートビル化による建物の運営効率

やテナント体験の刷新も、事業継続性向上に寄与している。これらの取り

組みは、単なる設備更新でなく、将来の競争優位を築く戦略的投資とし

て位置づけられている。

都心グレードA想定成約賃料

出所： CBREジャパンオフィスマーケットビュー 2025年第2四半期
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不動産ESG認証を利用したグリーンビルの重要性

近年、不動産ESG認証は国内外で注目されており、環境・社会・ガバナ
ンス（ESG）を包括的に評価する枠組みとしての役割が拡大している。
不動産分野は、持続可能な開発目標（SDGs）や気候変動対策の要
であり、不動産ESG認証制度の活用がその一助となっている。

海外の状況

欧米の不動産ESG認証は1990年代に登場し、アメリカではLEED、イギリ
スではBREEAMが代表的である。近年では健康・福祉に特化したWELL
認証も注目されている。これらは環境性能に加え、室内の快適性や従業

員の健康、マネジメント体制も評価基準に含めるなど、ESG全体をカバー
する認証へと進化を遂げている。投資家やテナントのニーズに応える形で広

がりを見せており、グローバル市場での競争力を高める要因となっている。

国内の状況

日本における不動産ESG認証の普及は欧米に後れをとるものの、近年急
速に認証取得件数が増加しており、CASBEE、BELS（ZEBを含む）、DBJ 
Green Building認証などが代表的である。これらは環境・省エネ性能のみ
ならず、利用者の快適性、リスク対応、管理体制など、ESGのうちSやGの
領域も含めた持続可能性への包括的な取り組みを評価している。特に、

ESG投資を意識した企業や不動産オーナーの間で普及が進んでいる。

ESG認証としての役割

不動産ESG認証は、当初の目的であった環境性能の評価にとどまらず、
地域社会への貢献やデータ透明性の確保など、社会的価値やガバナンス

脚注：LEED: Leadership in Energy and Environmental Design 、BREEAM: Building Research Establishment Environmental Assessment Method、WELL認証: WELL Building Standard、 
CASBEE: 建築環境総合性能評価システム、BELS: 建築物省エネルギー性能表示制度、ZEB: ネット・ゼロ・エネルギー・ビル、DBJ Green Building認証: 日本政策投資銀行グリーンビルディング認証

E S G

BREEAM

LEED
WELL

BELS

CASBEE

DBJ Green Building認証

国内外の不動産ESG認証のESG分野のカバー範囲イメージ

日本における不動産ESG認証の累計取得数（2025年8月時点）

まで評価する認証としての役割を強めている。企業や投資家にとって認証

取得は、ESG戦略を実現し、社会的責任を示すための重要な手段である。

今後、日本国内でもESG認証はさらに重要性を増し、不動産業界におけ

る持続可能な価値創造に寄与することが期待されている。

BREEAM   27
WELL   60

BELS   2,600

CASBEE   2,388

LEED   315

DBJ   2,341

＊BELS―住宅215,000は除く、WELL―予備認証13は除く

（非住宅のみ）

データソース：IBEC、USGBC、IWBI
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進むグリーンビル投資

持続可能な社会の実現を目指す動きが加速する中、グリーンビルへの投

資が世界的に拡大している。ESG投資の拡大や責任投資への対応が求
められる状況において、優れた環境性能や省エネルギー性を備えた建物は、

投資家や金融機関から高い評価を得ている。また、グリーンビルは規制強

化への対応力や長期的なリスク低減効果が期待されることから、持続可

能な資産として注目を集めている。

ESG開示・企業ESG評価との整合が進む不動産ESG認証

ESG規制や開示要求が進む中、不動産ESG認証との対照表作成が行
われるようになった。例えば、 WELL認証と欧州サステナビリティ報告基準
（ESRS）の整合率は51％、インドの企業責任・サステナビリティ報告

（BRSR）では42％に達する*1など、認証取得とESG開示の相乗効果が
期待できる。これを受けてデロイト トーマツは、ESG評価機関と認証の評
価項目の共通点や類似点を見極める調査を継続している。

投融資の基準としての不動産ESG認証

不動産ESG認証は、建物の環境性能や社会的価値を第三者が証明す
る仕組みであり、投資家や金融機関が持続可能性を評価する際の重要

な指標となっている。認証を取得することで、物件が環境リスクの低い資

産であることが示され、グリーンボンドやサステナビリティリンクローンなどの金

融商品による資金調達が容易になる。環境省によると、国内のグリーンボ

ンドの発行動向では、世界と比較してグリーンビルの割合が高くなっており、

不動産ESG認証の果たす役割への期待は一層高まっている。*2

グリーンボンド (GB) の資金使途別・発行額の推移（2014-2024）

サステナビリティ社会の実現に向けて

グリーンビル投資や不動産ESG認証の普及は、持続可能な社会の実現
に不可欠である。環境性能や社会的価値を備えた建物は、各種規制や

サステナビリティ報告基準への対応力を高め、ESG投資拡大や資金調達
の多様化も促進する。つまり、不動産ESG認証の取得は、企業や金融
機関がサステナビリティへの取り組みを加速させる基盤となる。認証制度

と規制・評価の連携強化によって、より多くのステークホルダーが持続可能

な社会づくりに参画することが期待される。

*1：国際WELLビルディング協会ーIWBI *2：グリーンファイナンス市場の動向について - 環境省
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データソース：環境省 グリーンファイナンス市場の動向

https://www.bing.com/ck/a?!&&p=7cf8a02320a566c93dce492b0522193b30630ccddf0af9d6b1ed3f19e508535aJmltdHM9MTc1NTQ3NTIwMA&ptn=3&ver=2&hsh=4&fclid=34549b0f-4649-6e91-39a5-8d1147a46f70&psq=%e5%9b%bd%e5%86%85%e3%81%ae%e3%82%b0%e3%83%aa%e3%83%bc%e3%83%b3%e3%83%9c%e3%83%b3%e3%83%89%e7%99%ba%e8%a1%8c%e5%8b%95%e5%90%91%e3%80%80%e8%b3%87%e9%87%91%e4%bd%bf%e9%80%94%e5%88%a5%e6%8e%a8%e7%a7%bb%ef%bc%88%e5%84%84%e7%b1%b3%e3%83%89%e3%83%ab%ef%bc%89+%e7%92%b0%e5%a2%83%e7%9c%81&u=a1aHR0cHM6Ly93d3cuZW52LmdvLmpwL2NvbnRlbnQvMDAwMjUwODY0LnBkZg&ntb=1
https://www.env.go.jp/content/000298262.pdf
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グリーン・省エネから総合的な価値への転換

建物の評価軸は、これまで重視されてきた「グリーン・省エネ」中心の評価

軸から、明確に変化している。規制や情報開示の基準が厳格化され、投

資家からの要求も高度化し、さらにテナントの働きやすさ（ウェルビーイン

グ）や事業継続性（BCP）への関心が高まった結果、建物の評価軸は
単なる「消費エネルギー・炭素排出量削減」から、 「人」や「事業成果」と

いった、より幅広い要素へと拡張している。

具体的には、健康・生産性、災害への強さ（レジリエンス）、快適性、

企業ブランドや人材採用への貢献、地域社会との良好な関係性といった、

エネルギー削減以外のさまざまな便益が、建物の競争力と魅力（受容

性）を左右する重要なテーマとなりつつある。コロナ禍後のオフィスの再定

義や優秀な人材獲得競争の激化、災害の頻発化も、この流れを後押し

する。これにより、単一の指標だけでなく、多くのステークホルダーにとって価

値が最大化されるような総合的な最適化が求められている。

この変化は、建物の評価と資金調達に直接影響を与えるものである。総

合的な価値を高める設計や運用は、賃料の底上げや入居率・契約更新

率の改善、テナントの長期入居（解約率の低下や空室期間の短縮）に

つながり、キャッシュフローを安定させることができる。建設・運営の効率化

によりコストも抑制され、建築費用を調達する際の条件や、特別な融資

の金利、保険料および免責条件、環境に配慮した融資（グリーンローン

など）の条件など資金調達の面でも有利になる。また、テナント構成や企

業ブランド評価、地域との協力体制も強化できるため、許認可取得もよ

り円滑になる。このように、総合的な価値創造を重視した取り組みは、建

物のリスクと収益のバランス改善に有効な一手として注目されている。
凡例：◎非常に重視する 〇重視する

建物の各ステークホルダーが重視する価値

人
材
価
値
の
向
上

経
費
削
減

企
業
価
値
向
上

社
会
的
責
任
の
遂
行

事
業
へ
の
貢
献

従業員 ◎ ○ ○ ◎

取引先 ◎

顧客 ○ ◎ ◎

金融機関 ○ ◎ ◎ ◎

株主・投資家 ○ ◎ ◎ ◎

政府・自治体 ○ ◎ ○

地域社会 ◎ ○ ◎ ○

出所：デロイト トーマツ作成
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IEA（国際エネルギー機関）での定義
IEAは、エネルギー効率の向上を、各国がより多くの経済活動を生み出す
ための重要な手段と捉えている。そして、エネルギー効率の向上は、以下
の項目に好影響を与えると指摘している。

• エネルギー削減：エネルギー消費量の削減

• エネルギーサービスへのアクセスの手頃さ：エネルギーコストの低減による
家計負担の軽減

• 競争力：企業のエネルギーコスト削減による国際競争力の向上

• グリッド投資：エネルギー需要の抑制による送電網への投資抑制

• エネルギー安全保障：エネルギー自給率の向上や輸入依存度の低下

• 排出量削減：温室効果ガス排出量の削減

• 雇用創出：省エネ関連産業の発展による新たな雇用機会の創出

• 資産価値：省エネ性能の高い住宅や建物の資産価値向上

• 健康：室内空気質の改善や温熱環境の改善による健康増進

• 経済成長：上記要素の複合的な効果による経済全体の活性化

このうち特に、雇用創出と健康の分野におけるNEBをIEAは強調している。
例えば、エネルギー効率に投資する企業は、効率的な照明や換気システ

ムを導入することで、作業環境の質を向上させ、従業員の健康および生
産性を高めることができる。

NEB（Non-Energy Benefit）とは

環境省での定義

環境省は、NEBを「節電や環境配慮型製品の購入など、低炭素に寄与
する環境行動を行った場合に得られる、エネルギー削減に伴うCO2排出
削減量以外の効果」と定義している。

NEBは、環境行動に伴う副次的、間接的、相乗的な便益を評価するも
のとして位置づけられており、その目的は、生活の質の向上や精神的な豊

かさなど、これまで定量的に評価することが難しかった側面を可視化し、環

境行動の総合的な価値を評価することとされている。

この考え方は、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第5次評価報
告書（2014年4月）においても「コベネフィット」として取り上げられ、国際
的な議論においても長く重要な概念となっている。

NEBとは

建物

Energy
Benefit

Non-Energy
Benefits

出所：環境省_「NEBとは」、 IEA 「Multiple Benefits of Energy Efficiency

外部環境の変化を受け、 “Non-Energy Benefit”などと呼ばれる環境側面以外の効果を評価する考えや手法が広がりを見せている。

Non-Energy Benefit（NEB）とは、省エネルギー化や低炭素化の取り組みによって得られる、エネルギー削減効果（Energy Benefit）以外の副
次的効果を指す。これは、CO2排出量の削減だけでなく、生活の質や経済活動、社会全体にもたらされる多岐にわたる便益を包括的に捉える考え方である。
NEBは、“Co-benefit”（共便益）や“Multiple Benefits”（複合便益）とも呼ばれ、これらの用語はしばしば同義として使用されている。

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/lifestyleinnovation/about.html
https://iea.blob.core.windows.net/assets/c502f510-91cb-4a90-aa89-890172aace95/MultipleBenefitsofEnergyEfficiency.pdf
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出所：WorldGBC 「Health Wellbeing & Productivity in Offices (September 2014)、Better Buildings Solution Center 「Multiple, Non-Energy Benefits of Residential Energy Upgrades」

NEBの評価に関する国際的な取り組み

現在、国際的にもさまざまなNEB（Co-benefit、Multiple Benefits）評価の試みが見られる。これは、建物のエネルギー効率を向上させることで健
康増進や生産性の向上、不動産価値の向上等の副次的効果が得られるという認識が、国際的に広まっていることを示している。

CRAVEzero（クレイブゼロ）

CRAVEzeroは、2017年から2020年にかけて、ゼロエネルギービルの普及
促進のための国際的な研究・実践プロジェクトとして実施された。ここでは、

省エネ建築物のもたらす副次的効果である生産性向上、離職率低下、

家賃収入増などを、金額換算により定量化する試みがなされた。

World Green Building Council（WorldGBC）

WorldGBCは、持続可能な建築（グリーンビル）の推進を目的とした国
際的な非営利組織である。WorldGBCのレポートによると、グリーンビルに
おける事業運営コストのうち90%は、人件費が占めている。これは、従業
員の健康や生産性が、事業運営コスト全体に大きな影響を与えるファク

ターとなることを示している。

1%：エネルギーコスト

9%：賃料

90%：人件費（給与と福利厚生）

グリーンビルにおける事業運営コストの割合

https://worldgbc.org/wp-content/uploads/2022/03/compressed_WorldGBC_Health_Wellbeing__Productivity_Full_Report_Dbl_Med_Res_Feb_2015-1.pdf
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NTTファシリティーズとデロイトトーマツがNEBs指標を開発

国際的にNEBの評価が用いられている潮流を受け、株式会社NTTファシリティーズとデロイト トーマツ コンサルティング合同会社は共同で、省エネ建築物の

新築・改修による効果を総合的に定量評価する指標（NEBs）を開発した。

環境性能に優れた建物は、オフィス環境の改善による従業員の健康増進・知的生産性向上など、多くの副次的・間接的・相乗的な効果が見込める。

本指標を用いることにより、エネルギー削減効果のみならず、これらの副次的な効果を踏まえた省エネ建築物の導入に関する経営判断が可能となる。

両社は本指標の普及を通じて、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）などの省エネ建築物の新築・改修における投資判断を支援することで、企業や自治
体の保有資産の脱炭素化に貢献していくことを目指している。NEBs評価に必要な日本国内のデータも蓄積されており、基本的なビルのスペックや運用
状況といった既存のデータを入力することで、国内の実態を反映した試算が可能である。

定量評価手法としてのNEBs指標の開発（1/3）

これまで

省エネ等

ZEB化工事
への投資額*

EB
光熱費削減

（年間）

投資回収年数：20年*1

• 光熱費削減効果のみで建物の価値が評

価されるため、その他の要素を加味した上
での正しい投資回収期間が評価できない

省エネ等

ZEB化工事
への投資額*

EB
光熱費削減

（年間）

投資回収年数：5年*2

NEBs
光熱費以外の

効果

（年間）

これから

• 光熱費削減効果のみならず、ZEB化・省エネ化により得られる他のメリットも定量
化する。これにより、ZEBの総合的な価値を評価し、投資回収期間の短縮やより
適正かつ合理的な判断の実現が見込める

省エネ建築物の

採用促進による

良質な社会ストック

の蓄積への貢献

*1：一般的な仕様からZEB化仕様への増額分 *2：投資回収年数については延床面積1,200m2・常勤人数30名程度のオフィスビルの場合で試算

11
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NEBs指標では、省エネ建築物の新築・改修による効果を、建築物のユーザーである従業員、企業や消費者などの顧客、政府・自治体や地域社会、
金融機関や株主・投資家、NPOやNGOといった多様なステークホルダーから見た効果という観点から整理している。

12

定量評価手法としてのNEBs指標の開発（2/3）

ビルオーナー

（企業等）

社会的責任の遂行

人材価値の向上

企業価値向上

経費削減 事業への貢献

金融機関

政府・

自治体

地域社会

NPO・NGO

従業員

取引先

（仕入先）

株主／

投資家

顧客
（to B, to C含む）

健康増進1

知的生産性

の向上
2

人材確保・定着8

社内啓発9

環境認証・格付けの取得6

資金調達10
地域貢献・

ブランディング
4

炭素排出量削減5

省エネ・光熱費削減0

メンテナンス費削減3

BCP/リスク回避7

広告宣伝11

不動産価値の向上12
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NEBs指標では、省エネ建築物の新築・改修の際に発現するさまざまなNEBについて評価指標を設定している。基本的なビルスペックや運用状況など
の既存データを基に、各NEBがどのような財務的影響を及ぼすか、NEB観点での効果を定量的に評価できる算定ロジック・算定式を構築している。

13

定量評価手法としてのNEBs指標の開発（3/3）

項番 評価指標 効果 算定式

❶ 健康増進

オフィス環境の改善により、

利用者が精神的・身体的

に健康になり、体調不良

によるパフォーマンスの低下

や欠勤が減少する

プレゼンティーズム・アブセン

ティーズム損失減少額×勤

務従業員数×影響人数割

合×健康施策実施率

❷
知的生産性

の向上

オフィス環境が改善される

ことにより、利用者の知的

生産性が向上する

(改修前労働時間-改修前
労働時間÷生産性向上

率)×拠点人数×影響人数
割合×時間外労働単価

❸
メンテナンス費

削減

省エネ運転により、機器の

運転時間が削減され、メ

ンテナンス費が削減される

空調メンテナンス費削減額

+照明メンテナンス費削減
額

❹
地域貢献・

ブランディング

省エネ改修により、建物の

外観等が整備されるなど、

地域貢献、ブランディング

につながる

学生・地域向け研修費用

代替額+景観整備費用代
替額

❺
炭素排出量

削減

省エネ・創エネによりCO2
排出量が削減され、課税

などの負担が減少する

エネルギー使用削減量

×CO2排出原単位×炭素
価格

❻
環境認証・

格付けの

取得

省エネ改修により環境認

証が取得できる

炭素排出量削減による

PBR向上率×純資産

項番 評価指標 効果 算定式

❼
BCP/
リスク回避

レジリエンスの向上により、災害

や法規制強化などによるリスク

が回避・低減される

停電による営業停止回

避時間×時間当たりの損

失額

❽
人材確保・

定着

ワークエンゲージメント向上により

採用力強化、利用者の離職

率低下につながる

一人当たりの中途採用

費×拠点人数×オフィス環

境が原因での離職率×オ

フィス環境施策実施割合

❾ 社内啓発

利用者への環境に関する啓発

効果が得られる

環境関連研修代替額＋

環境意識向上による資

材購入・ごみ処理費用削

減額

❿ 資金調達

低金利での資金調達が可能に

なる

借入額×環境関連商品

の利用による金利差

⓫ 広告宣伝

環境への配慮、また先進性から

評判が向上し、広告宣伝効果

が期待される

報道記事数×記事あたり

の掲載価格

⓬
不動産価値

の向上

生産的に働けるワークプレイスと

してのオフィス価値の向上や、各

種認証取得による建物自体の

価値の向上により、賃料や売

買時の不動産価格が上昇する

ZEBの場合のNOI - 非ZEB
の場合のNOI
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NEBsの向上により、快適性、健康、安全性、レジリエンスなどが高まると、
テナントの満足度・生産性・在室時間が改善し、賃料プレミアムの許容や

更新率の上昇につながる。結果として、解約・退去・苦情が減り、リーシン

グ期間が短縮され、期中平均稼働率が安定する。面積は固定であっても、
単価と稼働の改善でトップラインが強化され、直接的に純収益（NOI）
を押し上げる。

また、費用項目では、維持管理費・修繕費・PMフィー・テナント募集費
用・損害保険料などの削減効果が期待できる。NEBsの向上は、設備の
適切使用や故障予防を促し、保全の効率化や事故損失の低減につな

15

不動産価格 ＝ 純収益(NOI) ÷ 還元利回り

＝( 運用純収益(NCF) )÷ 還元利回り－ 資本的支出

＝( 不動産賃貸事業収益 )÷ 還元利回り－ 資本的支出－ 不動産賃貸事業費用

＝｛( 賃料 × 総賃貸可能面積 × 期中平均稼働率 +

維持管理費 +＋ 修繕費水道光熱費 + PMフィー +
テナント募集
費用等

)｝÷ 還元利回り－ 資本的支出

+ + その他費用 )公租公課 損害保険料 +

駐車場収入 その他収入+ )

－

例）直接還元法におけるNEBs効果の資産価値としての評価

快適性などの向上により、テナントの満足度
が改善し、賃料プレミアムの許容につながる

NEBs向上に伴う資産価値向上ストーリー（例）

テナントの満足度の改善により、

平均稼働率の向上につながる

設備のダウンサイジングや適切使用
により維持管理費が低減される

省エネ化に伴い

光熱費が削減される

維持管理費同様、

修繕費も圧縮される
テナントの満足度の改善や稼働率向上、宣伝効果
により、テナント募集費用の削減につながる

1
NEBsが資産価値へつながるメカニズム

凡例：

がる。苦情やトラブルが減ることで、PMの工数や募集にかかるコストも抑制
される可能性がある。また、安全性の担保やリスクの低減は、保険料の
見直しにつながる場合がある。結果として、O&M関連費用の平準化・低
減を通じてNOIが改善する。

加えて、還元利回り（キャップレート）についても、NEBsにより物理的リス
クやコンプライアンスのリスクが低下すれば、投資家の要求利回りが低下

し、資産価値が向上する。こうして、収益増・費用減・資本効率向上・リ

スク低下が重なり、ボラティリティの低いキャッシュフローが形成される。総合
的に、NEBsの向上は、NOIと価値の双方を支える基盤強化として機能
する。
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「アーバンネット仙台中央ビル」（宮城県仙台市）の評価を行ったところ、光熱費削減という直接効果であるEB（Energy Benefit）0.7億円/年、お
よび副次的効果であるNEBs（Non-Energy-Benefits）1.7億円/年を合わせて、ビル全体での効果額は2.4億円/年であった。その内訳は、入居す
るテナント側の効果が2.2億円/年、オーナー側の効果が0.2億円/年であった。

算定対象建物 算定結果

アーバンネット仙台中央ビル（2023年竣工）

所在地  宮城県仙台市

敷地面積 3,073.86m2

延床面積 42,132.77m2

構造規模 S造/一部RC造、免震構造
地上19階、地下1階

光熱費削減, 

9.4百万円

メンテナンス費削減, 

1.0百万円地域貢献・ブランディング, 0.4百万円

環境認証・格付の取得, 

3.9百万円

BCP/リスク回避, 

5.9百万円

資金調達, 

1.0百万円

広告宣伝, 

0.7百万円

不動産価値の向上, 

1.5百万円

* アーバンネット仙台中央ビルの免震効果を加味してBCP/リスク回避効果を算定
* テナント側の2.2億円/年の中には、コラボレーションスペースの活用によるテナント企業間の交流・共創効果や、アメニティ施設・植栽な
どを備えた共用空間の利用による健康増進・知的生産性向上の効果を含む

ビル全体 EB+NEBs総額

241百万円

オーナー

効果額

24百万円

光熱費削減, 

57.4百万円

健康増進, 

36.7百万円

知的生産性の向上, 

98.6百万円

環境認証・格付の取得, 

0.2百万円

BCP/リスク回避, 

0.3百万円

人材確保・定着, 

1.2百万円

社内啓発, 

22.3百万円

テナント

効果額

217百万円

EB
26％

NEBs
74％

NEBs 60％
EB 40％

2
EB+NEBs算定事例（新築・テナントビル）：アーバンネット仙台中央ビル

© NTT都市開発
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EB+NEBs算定事例（新築・自社ビル）：ダイダン

エネフィス九州（2016年） エネフィス四国（2019年） エネフィス北海道（2021年）

所在地  北海道札幌市

敷地面積 770.32m2

延床面積 1,113.21m2

建築面積 543.93m2

構造規模 RC造 地上2階

所在地  香川県高松市

敷地面積 1,206.55m2

延床面積 1,180.77m2

建築面積 480.78m2

構造規模 RC造 地上3階

所在地  福岡県福岡市

敷地面積 759.00m2

延床面積 1,383.00m2

建築面積 430.00m2

構造規模 S造一部RC造
 地上3階地下1階

©エスエス九州支店 ©エスエス大阪支店 秋田広樹 ©ナカサアンドパートナーズ

『ZEB』
102％削減

『ZEB』
101％削減

ZEB Ready
67％削減

算定結果（3棟平均）

21%

13%

50%

1% 4%

0.5%

0.1% 1%
6%

0.2%

4%

光熱費削減 健康

知的生産性 メンテナンス費削減

地域貢献・ブランディング 環境認証・格付の取得

BCP/リスク回避 人材確保・定着

社内啓発 資金調達

広告宣伝効果

EB+NEBs
13百万円

ダイダン㈱のエネフィス新築ZEBオフィス3棟を対象とした評価では、3棟平均で、EB（Energy Benefit）は2.5百万円/年、NEBs（Non-Energy
Benefits）は10.2百万円/年と算出された。これにより、投資回収年数は、光熱費削減のみで評価した場合の約1/4となった。

算定対象建物
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10%

7%

51%

11%

2%

1%

7%

2%

5%

0.3%

4%

光熱費削減 健康

知的生産性 メンテナンス費削減

地域貢献・ブランディング 環境認証・格付の取得

BCP/リスク回避 人材確保・定着

社内啓発 資金調達

広告宣伝効果

18

EB+NEBs算定事例（改修・自社ビル）：八洲建設

八洲建設㈱*の本社社屋『ZEB』化改修を対象とした評価では、平均としてEB（Energy Benefit）は1.3百万円/年、NEBs（Non-Energy 
Benefits）は11.9百万円/年と算出された。これにより、投資回収年数は、光熱費削減のみで評価した場合の約1/9となった。

八洲建設株式会社 本社社屋（2022年6月改修（完工））

『ZEB』
101％削減

©八洲建設

所在地  愛知県半田市吉田町

敷地面積 3,257.53m2

延床面積 1,051.32m2

建築面積 536.10m2

構造規模 S造 地上2階 八洲建設社員

*環境事業に注力している企業であり、東海エリアにてZEB改修工事の提案・施工を行っている

夏・冬の空調の立ち上がりが良くなったり、

窓際の座席の温熱環境が改善したりする
など、ZEB化改修を経て快適に働けるよう
になりました

EB+NEBs
13百万円

算定結果算定対象建物



© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

デロイトトーマツのソリューション
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経営課題（例） NEBs活用領域 期待効果

人的資本経営・健康経営
• 従業員の健康・知的生産性の可視化

• 人的資本開示への活用

• 採用競争力・定着率改善

• 投資家評価向上

BCP／リスク管理
• 建物・ワークプレイス、事業のレジリエンス性評価

• 災害リスクへの対応レベルの可視化

• 事業継続力強化

• 保険料低減

• 信頼獲得

金融・不動産戦略
• NEBsの経済価値換算

• 融資・投資家向け訴求支援

• 調達条件改善

• 資産価値向上

ESG・社会的価値発信

• 地域・エリアブランディングへの貢献の可視化

• 健康・快適性の社会貢献

• ESGコミュニケーション対応（統合報告書等での活用）

• 格付改善

• ブランド強化

• 顧客・地域ロイヤルティ強化

デロイト トーマツは、企業の経営課題を起点に、NEBs（Non-Energy 
Benefits：省エネ以外の副次的効果）の戦略的な活用を支援するサー
ビスを提供します。

本サービスは、人的資本経営・健康経営の実現、事業継続力の向上、

金融・不動産戦略の強化、ESGコミュニケーションなど、経営の意思決定
に直結するテーマについて、経営戦略と建物・ワークプレイスの価値を結び

つける実行力を提供します。

まずは、企業の経営課題を整理し、NEBsの観点から建物・ワークプレイス

デロイトトーマツ コンサルティング

1
経営課題起点のNEBs活用支援

の現状を評価します。例えば、オフィスの空調・照明・レイアウト改善による

健康増進や知的生産性向上などの具体的な効果を、定量的に可視化

します。これにより、単なる省エネ投資を超えた「人的資本経営の施策」と

して建物・オフィス改革を位置づけることができます。

さらに、NEBs評価の結果を、統合報告書やサステナビリティレポート、ESG
報告などのステークホルダーコミュニケーションに活用するための支援も行い

ます。企業はNEBsの多面的な価値を明確に発信することで、投資家・取
引先・従業員・地域社会など幅広いステークホルダーとの関係強化が可

能です。
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2
NEBs定量評価・向上支援

NEBs+EB
××万円

効果額（円/年）

EB 光熱費削減 X,000

NEBs 健康 X,000

知的生産性 X,000

メンテナンス費削減 X,000

地域貢献・ブランディング X,000

炭素排出量の削減 X,000

環境認証・格付の取得 X,000

BCP/リスク回避 X,000

人材確保・定着 X,000

社内啓発 X,000

資金調達 X,000

広告宣伝効果 X,000

不動産価値の向上 X,000

合計 総額 EB,NEBs12項目 X,000

炭素税・不動産価値除外 X,000

うち、 NEBs 12項目 X,000

炭素税・不動産価値除外 X,000

単位当たり効果額 人数あたり X,000 円/人・年

（EB+NEBs） 面積あたり X,000 円/m2・年

円/人 円/m2

NEBs効果額

定量評価イメージNEBs定量評価

現状の建物・ワークプレイスや、今後新築・改修、取得を予定している建

物・ワークプレイスのNEBs効果を評価します。健康や快適性、生産性、

満足度などの定量データを収集・分析し、投資回収期間やROI（投資
利益率）をNEBs効果を加味して算出します。

これにより、従来の省エネ効果のみの評価と比較して、投資回収期間が

約1/4～1/5まで短縮されるケースも多く、経営層の意思決定における納
得感や、補助金等の申請時における説得力を大幅に高めます。

NEBs評価では、個別の建物はもちろん、建物ポートフォリオ全体の評価
も可能です。

NEBs向上支援

建物・ワークプレイスのNEBs効果を最大化するための改善提案（設備投
資・運用改善・働き方改革など）を行い、具体的な投資戦略と経済効

果試算を提示します。これらは、単なる省エネ診断を超えた、企業価値や

社会的責任、事業成長に直結する新しい投資評価のスタンダードとなり

ます。

脚注：本サービスはNTTファシリティーズ社と連携の上で提供いたします

デロイトトーマツ コンサルティング
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デロイト トーマツ グループには、不動産ESG認証に関連するビジネスソ

リューションの専門チームがあります。同チームは、環境配慮型不動産や

ウェルビーイング環境を維持するためには、認証取得を最終目標とせず、

その先を見据えた活動を行うことが極めて重要だと考えています。この考え

に基づき、専門スタッフが個々の企業課題を分析し、適切な認証活用ソ

詳細はこちらをご参照ください

⚫ 不動産認証取得から広がるビジネスソリューション | デロイトトーマツグループ
⚫ Business solutions spread from real estate ESG certifications：2024 ESG in Real Estate Insights | Deloitte Global

メニュー
①不動産ESG認証の取得・維持による
社内外へのESGの考え方の定着

②ESG関連技術のスタンダード/
レギュレーション形成を利用したビジネス展開

③不動産ESG認証を利用したサステナビリ
ティブランド形成

アドバイザリー
概要

不動産ESG認証取得後の認証維持の際に、
社員への環境意識・ウェルビーイングの啓蒙や、
社外への発信など、ESG活動の徹底・持続・
発展を支援する

不動産ESG認証で指定された領域を持つ企
業が、ESGに関連する強み分野・技術を浸透
させて業界内でのデファクト・スタンダード化やレ
ギュレーション化を勝ち取ることを支援する

世界的に認知度が高く、不動産価値向上効
果も証明されている不動産ESG認証を戦略
的に取得することによる、堅牢なサステナビリ
ティ・ブランド形成構築を支援する

役

割

分
担

クライ
アント

• 組織における主管部署の特定

• 組織内の協力体制の構築

• 各種ESGデータの取得

• 強み分野の認定

• 組織内の協力体制の構築

• 各種ESGデータの取得

• 強み分野の認定

• 組織内の協力体制の構築

• 各種ESGデータの取得

当

法人

• 認証取得・維持の手続き書類の作成

• 社内組織構築の支援（ワークショップ・
啓蒙セミナーなど）

• 各種認証維持の際、要求される社員ア
ンケートの実施

• 強み分野認定ワークショップの開催組織
内のPMO運営支援

• 国際会議の発表の場の設定

• 国内ロビー活動

• 活動資料の策定

• Deloitte Greenhouseを利用した強み
分野認定ワークショップの開催

• 組織内のPMO運営支援
• 効果的なプレスリリース資料準備

• ブランドイメージのための宣伝方法の選択

成果物

• 認証機関への提出書類

• アンケート集計結果・分析書類

• 社員啓蒙ワークショップ用テキスト

• 国際会議の発表原稿

• 政府委員会活動での発表原稿

• ウェブ公開資料の策定

• ブランドコンセプト原稿

• 国内マーケティングの支援

• 国際的なマーケティング方法指南書

3
不動産ESG認証を活用した持続可能なソリューションの提供

デロイトトーマツ リスクアドバイザリー

リューションを掲げて解決への道筋を示します。具体的な支援策として

下記の3つのアドバイザリーメニューを用意しています。プロジェクト推進に
おいては、クライアントの円滑な合意形成を支援するなど、目標達成に

向けて伴走させていただきます。

https://www.deloitte.com/jp/ja/services/consulting/services/fudosan-esg-solution.html
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-shared/docs/industries/financial-services/2024/business-solutions-from-real-estate-japan.pdf
https://www.deloitte.com/global/en/Industries/real-estate/research/esg-real-estate-insights.html
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企業がESG要素を含むサステナビリティの課題に取り組むとき、「活動テー
マの選択」や「ステークホルダーへの意義の説明」が高い壁となる場合があ

ります。具体的には、「ESG活動テーマが数多くある中で、自社に最適なも
のがわからない」「ESG要素をどのように事業へ組み込み、計画・実行すれ
ばよいのかわからない」「活動内容や成果をどのように社内外に示せば、効

果的なIR/PR活動につながるのかわからない」といった壁が考えられます。

詳細はこちらをご参照ください

⚫ ESG評価対応支援 | デロイトトーマツグループ

4
ESG活動の高度化に向けた支援

デロイトトーマツ リスクアドバイザリー

これらの壁を乗り越えるための一助として、デロイト トーマツ グループは、

ESG活動の評価や優先順位付けをはじめ、対外説明や個別施策の設

計に至るまで多様なサービスを提供しており、ESG経営の高度化を総合
的にご支援しています。

https://www.deloitte.com/jp/ja/services/consulting/services/esg-evaluation-advisory.html
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